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令和４年度 埼玉県立所沢特別支援学校 研究報告 

実態把握に基づいた自立活動（時間における指導）の実践 

～「わかった」「できた」を生活に生かすためには～ 

 

１．問題と目的 

「自立活動」とは、特別支援学校の教育課程に特別に設けられた指導領域である。自立活動は、「個々の児童

又は生徒が自立を目指し、障害による学習上又は生活上の困難を改善・克服し自立を図るために必要な知識、

技能、態度及び習慣を養い、もって心身の調和的発達の基盤を培う」ことを目的として、学校の教育活動全体を

通じて実施される（文部科学省, 2009）。 

指導に当たっては、「個々の児童又は生徒の障害の状態や発達の段階等の的確な把握に基づき、指導の目

標及び指導内容を明確にし、個別の指導計画を作成する」とされている（文部科学省, 2009）。このように、自立活

動は、特別支援教育の目的である自立と社会参加の実現のために重要な領域であるが、学校現場においては

実践上の課題となっている（八幡,2013）。まず、知的障害特別支援学校における自立活動については、その捉え

方や、教育課程上の位置付けが学校によって異なっており、教員の自立活動に関する意識も曖昧であり、多くの

課題がある（今井;生川,2014）ことが現状である。独立行政法人国立特別支援教育総合研究所（2012）は、教育

課程上に自立活動の時間における指導を設定している学校は、視覚障害 79％、聴覚障害 93％、肢体不自由 

94％、病弱 98％であるのに対し、知的障害は 45％にとどまっていることを報告している。井上（2010）は、知的

障害特別支援学校における自立活動の課題として、「養護・訓練」の指導の名残から、学校教育全体で行ってい

るという説明で教育課程上に明確に位置付けられていなかったり、領域・教科を合わせた指導の中で取り組んで

いて日課表に示されていなかったりする場合があることを指摘している。また、指導内容や授業のねらいの中に

自立活動の内容がどのように位置づいているのか不明瞭であったり、各教科に示されている内容とのすみ分けが

不十分なまま取り組まれていたりするケースがあることを指摘している。このように、知的障害特別支援学校では、

他の障害種を対象とする特別支援学校とは異なる実態や課題が存在している。しかし、知的障害特別支援学校

においても、自立活動の指導実施に関する学校体制を作り、個別の指導計画作成と授業実施を関連付ける手続

きを明確化すれば、自立活動の個別の目標を授業に具体化することができ、その効果が上がると言われている

（新井,2009）。 

また、自立活動が指導の対象とする「障害による学習上又は生活上の困難」は、WHO において ICF が採択

されたことにより、視・聴覚や運動機能等の「心身機能・身体構造」、ADL 等の「活動」、趣味等の「参加」との関連

で「障害」を把握することが必要となってきている。これにより、個々の児童生徒の「学習上又は生活上の困難」を

把握し、改善・克服を図るための指導の方向性や、関連機関等の連携の在り方などを検討することが、今まで以

上に求められている（文部科学省,2018）。ICF の考え方を念頭に置き、自立活動の指導を考えることが望ましい

が、学校現場においては、ICFの基本的な理解や、認知度を高めることが課題となっている（徳永,2013）。 

本校では、朝学習の時間において、自立活動を一般・重複学級ともに統一して時間割の中で設定している。

個別の指導計画においては、自立活動について記載する箇所があるが、流れ図等自立活動の具体的な個々の

指導計画の作成は行われていない。また、児童生徒によって「学習上又は生活上の困難」は異なるが、集団活動

として自立活動を行っている学級も見受けられる。知的障害特別支援学校の自立活動の指導では、集団や小集

団での指導が多く個別指導が少ないという特徴から、集団指導の在り方を充実させる必要性が求められている

（渡邉,2020）。自立活動の指導は個別性が高く、教育課程上の位置づけに関しても多岐に渡る（毛利,2020）ため、
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より具体的な指導計画の作成と指導力、専門性が求められる。また、本校では教員の意識に差が見られ、自立活

動の実施や、自立活動への共通理解をなし得ていないことが課題となっている。自立活動は、特別支援学校の

教育課程に特設された指導領域であり、障害のある児童生徒にとって、教育上重要な位置づけであると考えられ

ている（今井;生川,2013）。自立活動の充実なくして、特別支援教育の充実はあり得ない（松崎,1996）。それゆえ、

本校の自立活動の充実のためにも、教員の自立活動への意識における現状や変化を明らかにすることが必要で

ある。 

本研究では、学校研究の中で、流れ図を使用し、抽出児童生徒の実態把握から指導目標の設定を行う。校内

研修で、1学年 3－5名の児童生徒を抽出し、対象の自立活動について考え、内容や教材等のアイデア出しをグ

ループで行う。そして、毎回「学校研究事後アンケート」を、年 3 回「自立活動の意識アンケート」を配布し、調査

結果の比較・検討を行う。また、外部専門家に依頼し、抽出児童生徒に対して、個々に寄り添った課題や支援に

ついての知見を深めるとともに、教員の自立活動への意識変容を明らかにすることで、自立活動の質的な向上を

図ることを目的とする。 

 

２．方法 

（１）項目の作成及び検討 

本研究で用いる「自立活動の意識アンケート」と「学校研究事後アンケート」の項目は、本校の教員の意識

の実態を鑑みて作成した。作成した項目に関して、本校研究部に所属する 9 名によって評価、精選し、9 項

目を選出した。 

 

（２）調査対象・調査方法 

調査対象は、本校に所属する小学部低学年、小学部高学年、中学部の全教員である。調査は、自記・無記名

式質問紙にて行い、毎月実施する学校研究の終盤に「自立活動の意識アンケート」を、年度当初・１学期末・年

度末に「学校研究事後アンケート」を、研修に参加した全教員に配布した。 

 

（３）質問紙の内容 

質問紙の属性は、担当している学部についてたずねる回答欄を設けた。内容は、「自立活動の意識アンケート」

は 9 項目（表 1）、「学校研究事後アンケート」は 4 項目用いる（表 2）。回答における選択肢は、「1．思わない」か

ら「5．そう思う」の、必要と感じるほど得点が高くなるように設定した 5 件法である。また、アンケートの最後には、

「自立活動において悩んでいること」を記入する自由記述欄を設けた。 
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自立活動の内容を、他教科・領域と関連付けて考えることができる。

児童・生徒の実態について、ＩＣＦ（国際生活機能分類）を用いて説明することができる。

実施している自立活動の内容を、ＩＣＦと関連付けて説明することができる。

自立活動について、さらに学んでいく必要があると思う。

表1　自立活動の意識アンケート

自立活動の授業の実施は、悩ましい。

自立活動の指導意義について、理解できている。

自立活動の指導内容（６区分）を説明することができる。

児童・生徒の実態をアセスメントし、自立活動の内容と結び付けて考えることができる。

自立活動で使用する、教材・教具を準備することができる。
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３．結果 

（1）配布数及び回収率 

年度を通し、「自立活動の意識アンケート」は 3 回、「学校研究事後アンケート」は全 5 回配布した。「学校研究

事後アンケート」は学校研究の改善のために配布したため、「自立活動の意識アンケート」のみ分析対象とした。 

調査を依頼した 73 名全ての教職員から調査参加の承諾を得た（表 3）。 配布数は、73 部、回収数は第 1 回

目では 69部、第 2回目は 64部、第 3回目は 54部であった（回収率 100.0％）。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調査対象者の所属学部 

回収された 187 部のうち、回答に不備がないとされた回答は、第 1 回目が 69 部（有効回答数 100.0％）、第 2

回目は 61 部（有効回答数 95.3％）、第 3 回目は 50 部（有効回答数 92.6％）であった。所属学部は、第１回目で

は、小学部低学年が 25名、小学部高学年が 18名、中学部が 26名であった。第 2回目は、小学部低学年が 19

名、小学部高学年が 14名、中学部が 28名であった。第 3回目は、小学部低学年が 22名、小学部高学年が 11

名、中学部が 17名であった（表 4）。 
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4 今日の学校研究で使った自立活動アイデアワークシートは使いやすかった。

表2　学校研究事後アンケート

今日の学校研究は、意義のあるものであった。

今日の学校研究で、自分の意見やアイデアを発言することができた。

今日の学校研究の内容を、自分の授業でも生かしたい。

　　　　　N 　　　％

26 35.6

18 24.7

29 39.7

73 100.0

表3　配布数（教職員在籍人数）

小学部低学年

小学部高学年

中学部

合計

　　　　　N 　　　％

25 36.2

18 26.1

26 37.7

69 100.0

19 31.1

14 23.0

28 45.9

61 100.0

22 44.0

11 22.0

17 34.0

50 100.0

合計

表4　調査対象者の属性

1回目

2回目

小学部低学年

小学部高学年

中学部

合計

小学部低学年

小学部高学年

中学部

3回目

小学部低学年

小学部高学年

中学部

合計
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（３）自立活動の意識を問う項目ごとの平均値と標準偏差 

 教員の自立活動の意識を検討するために、Excel（2016）を使用し、9 項目の平均値と標準偏差を算出した。図

1は 1回目の調査結果、図 2は 2回目の調査結果、図 3は 3回目の調査結果をまとめたものである。 

項目をそれぞれ見ていくと、Q1・Q3・Q4・Q6・Q7・Q8 では、学校研究の回数を重ねるごとに点数が高くなり、

Q2・Q9においては、いずれも 4.00以上の高得点という結果になった。したがって、本校の教員は、自立活動を学

ぶ意識はあったものの、学校研究を通して具体的な個々の指導計画の作成を行ったことで、さらに教員個々の自

立活動そのものへの意欲が高まってきたといえる。対して、Q6・Q7は全 3回ともに平均値が 3.00に届かない結果

となった。これにより、本校においても、ICF モデルの基本的な理解や、認知度が低いが故に、ICF モデルと自立

活動と関連付けて計画している教員が少ないことが示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図2　2回目調査結果
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図1　1回目調査結果
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４．考察 

４．１ 教員の意識の変化 

アンケート結果において、学校研究を通じて教員の自立活動に対する意識が高まったことが示されている。特

に、Q1、Q3、Q4、Q6、Q7、Q8の項目で、調査の回数が進むごとに点数が高くなったことから、教員が自立活動に

対する理解と意識を深め、意欲的に取り組むようになったことが伺える。このことから、学校研究を通じた具体的な

指導計画の作成が効果的であり、教員が自立活動を指導するための準備やスキルを向上させた結果、自立活動

に対する意識が高まったと言える。この点は、学校全体での協力や学び合いが大きな影響を与えた可能性が高

い。 

 

４．２ 自立活動と ICFモデルの関連性 

Q6およびQ7において、いずれも平均値が 3.00を下回ったという結果は、教員が ICF（国際生活機能分類）モ

デルに基づく自立活動の計画立案に十分に慣れていないことを示唆している。これは、ICF モデルに関する認知

度や理解が十分ではないことを意味しており、今後の研修や学校全体でのフォローアップが求められる。ICF モ

デルに関する研修を充実させ、実際の指導にどのように適用するかの具体的な指導方法を提供することが、教員

の意識の向上につながる可能性がある。また、ICF モデルを自立活動にどのように取り入れていくかについて、さ

らなる学びの場を設けることが重要である。 

 

４．３ 高得点の項目 

Q2 および Q9 の項目で 4.00 以上の高得点が記録されたことは、教員が自立活動の意義や重要性を理解し、

積極的に取り組んでいることを示している。これらの項目は、教師が自立活動を支援する方法や、その実践の重

要性を強く認識していることを反映していると考えられる。自立活動の重要性や実践方法について、教員が一定

の理解を深めていることが伺える。しかし、今後も意識を継続的に高めるためには、教員間での事例共有や専門

的なサポートが重要である。 

図3　3回目調査結果

図3　3回目調査結果
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４．４ 課題点の明確化と今後の改善 

「自立活動において悩んでいること」という自由記述欄に関する分析も重要な要素である。この情報から教員が

直面している具体的な課題を把握し、その対応策を講じることが求められる。特に、自立活動の計画立案や実施

において、どのような支援が必要とされているかを明確にすることが、今後の研究や研修の方向性を決めるうえで

非常に有益である。このことから、研修内容やサポート体制の充実が求められる可能性があると言える。特に、個

別支援計画を立案する際の具体的なアプローチ方法や、教員が抱える悩みに対する具体的なサポートを強化す

ることが、さらなる意識の向上や実践に結びつくであろう。学校研究を通じて教員の自立活動に対する意識は向

上したと考えられるが、ICF モデルの理解や自立活動の計画における実践の深化には、さらに時間と支援が必要

であることが明らかになった。今後は、研修の内容や教員同士の情報交換を充実させるとともに、具体的な指導

方法や支援策を提供することが、より効果的な自立活動の実現に繋がると言える。 
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